
1

県 紋 章 つる 舞う 形 の 群 馬 県 ／ 上 毛 か る た

平成３０年２月２日（金） 第９５７１号

目 次■

ページ

告 示

○軽油引取税に係る特約業者の指定取消し（税務課） ２

○土壌汚染対策法による区域指定の解除（環境保全課） ２

○保安林の指定施業要件の変更予定（森林保全課） ２

○道路の区域変更（道路管理課） ３

公 告

○特定非営利活動法人の定款変更に係る認証申請（県民生活課） ３

○同 ４

○土地改良区役員の就退任の届出（農村整備課） ４

○土地改良事業計画の決定に係る縦覧（同） ５

○都市計画道路の変更に係る縦覧（都市計画課） ６

○同 ６

収用委員会公告

○収用の裁決手続の開始決定 ６

○同 ７

○同 １１

○同 １２

○公示送達 １５

○同 １６

○公示による通知 １６

災害対策本部規程

○群馬県災害対策本部の組織及び運営に関する規程の一部を改正する規程（危機管理室） １７

入 札 公 告

○一般競争入札の実施（がんセンター） １８

○同 ２０

平成３０年２月２日（金） 群 馬 県 報 第９５７１号



2

平成３０年２月２日（金） 群 馬 県 報 第９５７１号

告 示■

◎群馬県告示第２６号

群馬県県税条例（昭和２５年群馬県条例第３２号）第１４６条の２第３項の規定により、次のとおり軽油引取税

に係る特約業者の指定を取り消した。

平成３０年２月２日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 特約業者の名称及び代表者の氏名 有限会社カマタ 代表取締役 淺田義安

２ 主たる事務所又は事業所の所在地 渋川市横堀３６－１

３ 特約業者の指定の取消年月日 平成２９年１２月３１日

◎群馬県告示第２７号

土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第１１条第２項の規定により、平成２９年群馬県告示第２３５号に

より指定した特定有害物質によって汚染されている区域の全部について、当該指定を次のとおり解除する。

平成３０年２月２日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 解除する区域 安中市原市字八本木野間北１９９０番２の一部、１９９２番１の一部、１９９３番の一部、２

００７番の一部、２００７番２の一部

２ 指定に係る特定有害物質の種類

(1) 土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号。以下「規則」という。）第３１条第１項の基準に

適合していなかった特定有害物質の名称 ほう素及びその化合物

(2) 規則第３１条第２項の基準に適合していなかった特定有害物質の名称 鉛及びその化合物

３ 講じられた汚染の除去等の措置 土壌汚染の除去

◎群馬県告示第２８号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規定により、農林水産大臣

から次のとおり保安林の指定施業要件を変更する予定である旨の通知があった。

平成３０年２月２日

群馬県知事 大 澤 正 明

１(1) 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 安中市（国有林。次の図に示す部分に限る。）

(2) 保安林として指定された目的 水源の涵養
かん

(3) 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

(ｱ) 次の森林については、主伐は、択伐による。

安中市（国有林。次の図に示す部分に限る。）

(ｲ) その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
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(ｳ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

(ｴ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２(1) 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 安中市（国有林。次の図に示す部分に限る。）、安中市（次

の図に示す部分に限る。）

(2) 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備

(3) 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

(ｱ) 次の森林については、主伐は、択伐による。

安中市（次の図に示す部分に限る。）

(ｲ) その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

(ｳ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

(ｴ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を群馬県環境森林部森林保全課及び安中市役

所に備え置いて縦覧に供する。

◎群馬県告示第２９号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更する。

なお、その関係図面は、告示の日から１月間、群馬県県土整備部道路管理課及び群馬県桐生土木事務所において

一般の縦覧に供する。

平成３０年２月２日

群馬県知事 大 澤 正 明

道路の
路線名 区 間

変更の 敷地の幅員 延 長
種 類 前後別 メートル メートル

県道 桐生足利藤岡 桐生市三吉町二丁目字三ツ塚開戸１０ 前 ３．０～３．２ ４１９．１
自転車道線 １番の３地先から同市小梅町字南堀向

８５番の１１地先まで 後 ３．２～５．８ ４１９．１

公 告■

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第３項の規定による特定非営利活動法人の定款の変更

に係る認証の申請があったので、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定により、次のとおり公告

する。
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なお、同項の規定により、申請のあった日から１月間、申請に係る変更後の定款を群馬県生活文化スポーツ部県

民生活課において縦覧に供する。

平成３０年２月２日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 申請のあった年月日 平成３０年１月１９日

２ 特定非営利活動法人の名称 特定非営利活動法人奥多野有機システム認定審査委員会

３ 代表者の氏名 中島利郎

４ 主たる事務所の所在地 前橋市南町二丁目３１番１

５ 定款に記載された目的 この法人は、有機農業の推進及び啓発を図る事業を通じて、農業生産者が環境の保全

を確保し、消費者に対し安全、安心な農産物を供給することを目的とする。

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第３項の規定による特定非営利活動法人の定款の変更

に係る認証の申請があったので、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定により、次のとおり公告

する。

なお、同項の規定により、申請のあった日から１月間、申請に係る変更後の定款を群馬県生活文化スポーツ部県

民生活課において縦覧に供する。

平成３０年２月２日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 申請のあった年月日 平成３０年１月２２日

２ 特定非営利活動法人の名称 ＮＰＯ法人えがお

３ 代表者の氏名 松沢二三江

４ 主たる事務所の所在地 伊勢崎市大手町４番４

５ 定款に記載された目的 この法人は、ノーマライゼーションの理念を地域に広め、心身障害者（児）も地域社

会の中で自然に暮らし、それを支援する人とともに、社会に出て働き、自立した生活ができる共生社会の実現を

目指すことを目的とする。

また、だれもが地域社会の中で育ち、遊び、社会行事に参加でき、一人ひとりの人権が尊重される、人に優し

い街づくりを推進するため、地域の人と緊密に連携・協力し合いながら、地域の文化、経済の発展に寄与するこ

とを目的とする。

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により次のとおり土地改良区役員の就任及び

退任の届出があったので、同条第１７項の規定により公告する。

平成３０年２月２日

群馬県知事 大 澤 正 明

理 事
土地改良区名 監 事 区 分 役 員 氏 名 住 所

の 別
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岡登堰 理 事 再 任 高木信行 桐生市相生町二丁目８２９番地１

同 同 新井章夫 太田市西長岡町６０４番地

同 同 黒澤忠幸 同 菅塩町６６１番地

同 同 齊藤啓治 同 同 ８９４番地２

同 同 石原康男 同 北金井町４２１番地

同 同 小林 男 同 藪塚町８２０番地

同 同 大澤盛一 みどり市笠懸町鹿３６８３番地

同 同 大澤貞雄 同 同 ３８４７番地

同 新 任 植木雅己 太田市藪塚町２０９番地

同 同 小島秀一 同 同 １７２３番地

同 同 藤生道夫 同 同 ３０１８番地

同 同 三輪泰夫 みどり市笠懸町阿左美２２６４番地

同 退 任 福田實 太田市藪塚町７７３番地

同 同 前原豊 同 同 １５６８番地

同 同 周藤克美 同 同 ２６２９番地

同 同 三輪延也 みどり市笠懸町阿左美２１２６番地

監 事 再 任 須永博治 太田市成塚町１０８６番地１

同 新 任 小林道雄 同 藪塚町９５６番地

同 同 和田信義 みどり市笠懸町鹿３２４７番地

同 退 任 小島秀一 太田市藪塚町１７２３番地

同 同 岩﨑秀雄 みどり市笠懸町鹿１９６２番地

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により県営城沼水路土地改良事業計画を定めた

ので、同条第５項の規定により公告し、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成３０年２月２日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 縦覧に供する書類 土地改良事業計画書の写し

２ 縦覧に供する期間 平成３０年２月５日から同年３月５日まで

３ 縦覧に供する場所 館林市役所及び板倉町役場
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都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定により、

高崎都市計画道路の変更の図書の写しの送付を受けたので、同法第２１条第２項において準用する同法第２０条第

２項の規定により次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成３０年２月２日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 都市計画の種類及び名称 高崎都市計画道路 ８・７・６号 高崎駅西口北線

２ 都市計画の変更年月日 平成３０年１月１１日

３ 縦覧場所 群馬県県土整備部都市計画課及び高崎市都市整備部都市計画課

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定により、

高崎都市計画道路の変更の図書の写しの送付を受けたので、同法第２１条第２項において準用する同法第２０条第

２項の規定により次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成３０年２月２日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 都市計画の種類及び名称 高崎都市計画道路 ８・７・８号 高崎駅西口西線

２ 都市計画の変更年月日 平成３０年１月１１日

３ 縦覧場所 群馬県県土整備部都市計画課及び高崎市都市整備部都市計画課

収用委員会公告■

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、収用裁決手続の開始を次のとおり決定し

た。

平成３０年２月２日

群馬県収用委員会会長 戸 所 仁 治

１ 起業者の名称 前橋市及び吉岡町

２ 事業の種類 高速自動車国道関越自動車道駒寄スマートインターチェンジ大型車対応化整備事業における市道

１８－６１０号線新設工事並びに町道七日市・吉開戸線及び町道七日市・長久保線改築工事（群馬県前橋市池端

町地内から同県北群馬郡吉岡町大字大久保字七日市地内、群馬県北群馬郡吉岡町大字大久保字吉開戸地内から同

町同字原中地内まで）並びにこれに伴う市道及び町道付替工事

３ 裁決手続の開始を決定する土地の所在、地番、地目及び地積等

群馬県北群馬郡吉岡町大字大久保字七日市

地目 地積（㎡）
収用の裁決手続の開始を

地番
決定する面積（㎡）

公簿 現況 公簿 実測

５０５番２ 畑 畑 １１９３ １２２０．８１ ４２６．３０
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氏 名 住 所

土地登記記録表題部所有者欄記載 斉藤與三郎（存否不明） 不明

(2) 土地の所在及び地番 群馬県高崎市井出町字中原５６５番

土地収用法施行令（昭和２６年政令第３４２号）第５条第１項の規定により、次のとおり公示送達を行う。

なお、送達すべき裁決書は、群馬県県土整備部監理課用地対策室に保管してあり、送達を受けるべき者にいつで

も交付する。受領しないときは、平成３０年２月２２日をもって、その書類の送達があったものとみなされる。

平成３０年２月２日

群馬県収用委員会会長 戸 所 仁 治

１ 事件名 浜川運動公園拡張事業並びにこれに伴う市道及び農業用排水路付替工事に係る土地収用事件

２ 通知書の名称 平成３０年１月２３日付け群収用委第３００５１－１５号「裁決書正本の送達について」

３ 送達を受けるべき者の氏名及び住所並びに収用しようとする土地の所在及び地番

(1) 氏名及び住所

氏 名 住 所

土地登記記録表題部所有者欄記載 松村国藏（存否不明） 不明

(2) 土地の所在及び地番 群馬県高崎市井出町字中原５７８番

土地収用法施行令（昭和２６年政令第３４２号）第６条の２において準用する同令第５条第２項の規定により、

次のとおり公示による通知を行う。

なお、通知書は、群馬県県土整備部監理課用地対策室に保管してあり、通知を受けるべき者にいつでも交付する。

受領しないときは、平成３０年２月２２日をもって、その通知があったものとみなされる。

平成３０年２月２日

群馬県収用委員会会長 戸 所 仁 治

１ 事件名 一般国道１４５号改築工事（上信自動車道・群馬県吾妻郡東吾妻町大字厚田字中村地内から同町大字

岩下字田ノ原地内まで）並びにこれに伴う町道、農業用道路及び普通河川付替工事に係る土地収用事件

２ 通知書の名称 平成３０年１月２５日付け群収用委第３００５４－９号「第１回審理の開催について（通

知）」

３ 通知を受けるべき者の氏名及び住所並びに収用しようとする土地の所在及び地番

(1) 氏名及び住所

氏 名 住 所

不明 ただし、登記名義人 小池かつ 最後の本籍地 群馬県吾妻郡東吾妻町大字本宿２５７４番地

(2) 土地の所在及び地番 群馬県吾妻郡東吾妻町大字三島字四戸２４１番２及び２４１番４
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成
三
十
年
二
月
二
日

群
馬
県
災
害
対
策
本
部
長

大

澤

正

明

群
馬
県
災
害
対
策
本
部
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
規
程

群
馬
県
災
害
対
策
本
部
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
三
十
九
年
群
馬
県
災
害
対
策
本

部
規
程
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
五
条
に
次
の
三
項
を
加
え
る
。

５

別
表
第
一
総
務
部
の
部
に
規
定
す
る
防
災
総
括
班
に
別
表
第
二
の
二
第
一
欄
に
掲
げ
る
チ
ー
ム

又
は
担
当
（
以
下
「
チ
ー
ム
等
」
と
い
う
。
）
を
置
き
、
そ
の
分
掌
事
務
は
、
当
該
第
二
欄
に
掲

げ
る
と
お
り
と
す
る
。

６

チ
ー
ム
等
に
リ
ー
ダ
ー
及
び
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー
を
置
き
、
別
表
第
二
の
二
第
一
欄
に
掲
げ
る
チ
ー

ム
等
の
リ
ー
ダ
ー
及
び
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー
は
当
該
第
三
欄
及
び
第
四
欄
に
掲
げ
る
職
に
あ
る
者
を
も

つ
て
充
て
、
構
成
員
は
当
該
第
五
欄
に
掲
げ
る
課
等
に
勤
務
す
る
職
員
を
も
つ
て
充
て
る
。

７

リ
ー
ダ
ー
は
上
司
の
命
を
受
け
て
チ
ー
ム
等
の
事
務
を
処
理
し
、
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー
は
リ
ー
ダ
ー

を
補
佐
し
て
チ
ー
ム
等
の
事
務
に
従
事
し
、
構
成
員
は
上
司
の
命
を
受
け
て
チ
ー
ム
等
の
事
務
に

従
事
す
る
。

別
表
第
一
健
康
福
祉
部
の
部
健
康
福
祉
総
務
班
の
項
中
第
四
号
を
第
五
号
と
し
、
第
三
号
の
次
に

次
の
一
号
を
加
え
る
。

四

災
害
福
祉
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
災
害
時
に
お
け
る
要
配
慮
者
へ
の
支
援
に
つ
い
て
協
議
し
、

及
び
実
施
す
る
た
め
の
体
制
を
い
う
。
）
の
事
務
局
と
の
連
絡
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

別
表
第
二
企
画
部
の
部
企
画
部
長
の
款
企
画
応
援
班
の
項
中
「
総
合
政
策
室
長
」
を
「
コ
ン
ベ
ン

シ
ョ
ン
推
進
課
長
」
に
、
「
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
推
進
課
長
」
を
「
総
合
政
策
室
長
」
に
改
め
る
。

別
表
第
二
の
次
に
次
の
一
表
を
加
え
る
。

別
表
第
二
の
二
（
第
五
条
関
係
）

リ
ー
ダ
ー
担
当

サ
ブ
リ
ー
ダ

チ
ー
ム
等

分
掌
事
務

課
等

職

ー
担
当
職

受
援
・
応

一

受
援
に
関
す
る
状
況

市
町
村
課
長

総
合
政
策
室

人
事
課
、
市
町

援
チ
ー
ム

把
握
・
取
り
ま
と
め
に

長

村
課
、
危
機
管

関
す
る
こ
と
。

理
室
、
総
合
政

二

応
援
に
関
す
る
状
況

策
室
、
食
品
・

把
握
・
取
り
ま
と
め
に

生
活
衛
生
課
、

関
す
る
こ
と
。

ぐ
ん
ま
ブ
ラ
ン

三

受
援
・
応
援
調
整
及

ド
推
進
課
、
商

び
調
整
会
議
の
実
施
に

政
課

関
す
る
こ
と
。

四

被
災
市
町
村
の
業
務

支
援
の
た
め
の
県
応
援

職
員
の
調
整
及
び
庁
内

か
ら
の
応
援
に
関
す
る

状
況
把
握
に
関
す
る
こ

と
。

五

資
源
の
調
達
・
管
理

に
関
す
る
こ
と
。

六

被
災
市
町
村
の
業
務

支
援
の
た
め
の
県
応
援

職
員
の
派
遣
に
関
す
る

こ
と
。

輸
送
担
当

一

県
物
資
集
積
拠
点
の

危
機
管
理
室
次

市
町
村
課
、
ぐ

開
設
・
運
営
に
関
す
る

長

ん
ま
ブ
ラ
ン
ド

こ
と
。

推
進
課
、
商
政

二

救
援
物
資
の
輸
送
に

課
、
道
路
管
理

関
す
る
こ
と
。

課
、
各
行
政
県

税
事
務
所
、
物

資
集
積
拠
点
関

係
所
属

附

則

こ
の
規
程
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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入札公告■

次のとおり一般競争入札に付する。

なお、この公告による調達は、ＷＴＯ（世界貿易機関）に基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第２３

号）の適用を受けるものである。

平成３０年２月２日

群馬県立がんセンター院長 鹿 沼 達 哉

１ 調達内容

(1) 調達件名 群馬県立がんセンター建物清掃及びごみ収集業務委託

(2) 調達件名の仕様等 入札説明書による。

(3) 履行期間 平成３０年４月１日（日）から平成３３年３月３１日（水）まで

(4) 履行場所 群馬県立がんセンター

(5) 入札方法 上記(1)の件名に対し入札に付する。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載する

こと。

２ 入札参加資格 次に掲げる要件を満たす者であること。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

(2) 群馬県財務規則（平成３年群馬県規則第１８号。以下「規則」という。）第１７０条の２第３項の規定によ

り作成された平成２８・２９年度物件等購入契約資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に登載されてい

る者であること。

なお、この公告の日現在で資格者名簿に登載されていない者については、規則第１９０条の２の規定により、

平成３０年２月２０日（火）までに群馬県会計局会計課に競争入札参加資格審査申請を行い、同年３月１５日

（木）午後５時までに資格者名簿の登載を確認し、群馬県立がんセンター事務局総務課へその旨連絡すること。

(3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、更生手

続開始又は再生手続開始（以下「手続開始」という。）の申立てをしていない者であること。ただし、手続開

始の決定後に、入札に参加する資格に支障がないと認められる者は、この限りでない。

(4) 本件入札公告の日から入札日までの間において、規則第１７０条第２項の規定による入札参加制限を受けて

いない者であること。

(5) 入札日において、県から指名停止を受けていない者であること。

(6) 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。

(7) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支

店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その

他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団

員」という。）又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者をいう。）でないこと。

(8) 過去３年以内に、３００床以上の病床を有する病院の清掃業務を、２年以上確実に履行した実績を有する者

であること。

(9) 日本国内において、県が行う立会検査に応じられる者であること。
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(10)その他、入札説明書及び仕様書に記載されている要件を満たす者であること。

３ 入札書の提出場所等

(1) 申請書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先 〒３７３－８５５０ 群馬

県太田市高林西町６１７番地１号 群馬県立がんセンター事務局総務課 山中直人 電話０２７６－３８－０

７７１

(2) 入札説明書の交付方法 平成３０年２月２３日（金）から同年３月２日（金）までの日（群馬県の休日を定

める条例（平成元年群馬県条例第１６号。以下「休日条例」という。）第１条第１項に規定する休日を除

く。）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までの間、上記(1)の場所において交付する。

(3) 入札参加資格の確認 入札に参加を希望する者は、入札説明書に規定する書類を添付した申請書（以下「申

請書等」という。）を次により提出しなければならない。

なお、提出された申請書等について県が説明を求めた場合は、速やかにこれに応じなければならない。また、

入札参加資格確認結果は、平成３０年３月１９日（月）までに入札参加資格確認通知書で通知する。

ア 申請書等の提出期限 平成３０年３月１５日（木）午後５時まで（受付日及び時間は、休日条例第１条第

１項に規定する休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後1時から午後５時まで）

イ 申請書等の提出方法 郵送又は上記(1)の場所に持参とする。

なお、郵送による場合は、書留郵便とし、上記アの提出期限までに上記(1)の場所に必着のこと。また、

封筒に「建物清掃及びごみ収集業務委託の資格確認申請書類在中」と朱書きすること。

ウ 提出部数 １部

(4) 入札及び開札の日時及び場所 平成３０年３月２２日（木）午前１０時 群馬県立がんセンター３階 大会

議室（郵送による場合は、書留郵便とし、同月２０日（火）午後５時までに上記(1)の場所に群馬県立がんセ

ンター院長宛て親展で必着のこと。また、二重封筒の表封筒に「建物清掃及びごみ収集業務委託入札書在中」

と朱書きすること。）

４ その他

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨

(2) 入札保証金及び契約保証金 免除

(3) 入札の無効 本公告に示した入札参加資格のない者のした入札、入札者に求められる義務を履行しなかった

者のした入札その他規則第１７６条各号に掲げる入札は、無効とする。

(4) 契約書作成の要否 要

(5) 落札者の決定方法 規則第１６９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ

て有効な入札を行った入札者を落札者とする。

なお、落札者となるべき者が２者以上あるときは、当該入札者にくじを引かせ、落札者を決定する。この場

合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるとき又は郵送により入札を行った者でくじを引くこと

ができないものがあるときは、これに代えて当該入札事務に関係のない県職員にくじを引かせるものとする。

(6) 調達内容の変更等 平成３０年度群馬県病院事業会計予算が議決されなかった場合その他県の都合により、

本件調達手続の変更、停止等の措置を行うことがある。

(7) その他 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

(1) Official in charge of disbursement of the procuring entity: Tatuya Kanuma, Director of the

Gunma Prefectural Cancer Center
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(2) Nature and quantity of the services to be required: Building cleaning and collecting of garbage

in the Gunma Prefectural Cancer Center

(3) Bidding deadline: Thursday, March 22, 2018 at 10:00 a.m.(bidding by registered mail must be

received by Tuesday, March 20, 2018 at 5:00 p.m.)

(4) For further details, please contact: Naoto Yamanaka, General Affairs Section, Management Office

of the Gunma Prefectural Cancer Center, 617-1 Takahayashinishi-chou, Ota-shi, Gunma-ken,

373-8550, Japan, TEL 0276-38-0771(Japanese language only)

次のとおり一般競争入札に付する。

なお、この公告による調達は、ＷＴＯ（世界貿易機関）に基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第２３

号）の適用を受けるものである。

平成３０年２月２日

群馬県立がんセンター院長 鹿 沼 達 哉

１ 調達内容

(1) 調達件名及び数量 臨床検査機器賃貸借及び臨床検査機器用検査試薬の調達 一式

(2) 調達件名の仕様等 入札説明書による。

(3) 履行期間

ア 臨床検査機器賃貸借 平成３０年５月１日（火）から平成３５年４月３０日（日）まで

イ 臨床検査機器用検査試薬の調達 平成３０年５月１日（火）から平成３１年３月３１日（日）まで

(4) 納入場所 群馬県立がんセンター

(5) 入札方法 上記(1)の件名に対し入札に付する。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載する

こと。

２ 入札参加資格 共同企業体による場合は(1)に、単独企業による場合は(2)に示すとおりとする。

(1) 共同企業体 次に掲げる要件を満たす者であること。

ア 共同企業体の構成員の資格要件

(ｱ) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

(ｲ) 群馬県財務規則（平成３年群馬県規則第１８号。以下「規則」という。）第１７０条の２第３項の規定

により作成された平成２８・２９年度物件等購入契約資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に登載

されている者であること。

なお、この公告の日現在で資格者名簿に登載されていない者については、規則第１９０条の２の規定に

より、平成３０年２月２１日（水）までに群馬県会計局会計課に競争入札参加資格審査申請を行い、同年

３月７日（水）午後５時までに資格者名簿の登載を確認し、群馬県立がんセンター事務局経営課へその旨

連絡すること。

(ｳ) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、更

生手続開始又は再生手続開始（以下「手続開始」という。）の申立てをしていない者であること。ただし、
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手続開始の決定後に、入札に参加する資格に支障がないと認められる者は、この限りでない。

(ｴ) 本件入札公告の日から入札日までの間において、規則第１７０条第２項の規定による入札参加制限を受

けていない者であること。

(ｵ) 入札日において、県から指名停止を受けていない者であること。

(ｶ) 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。

(ｷ) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又

は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事

等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団等（暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第６号に規定する暴力団員

（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者をいう。）で

ないこと。

イ 共同企業体全体の資格要件

(ｱ) 共同企業体の代表構成員は、出資比率が最大の構成員であること。

(ｲ) 共同企業体の代表構成員は、当該調達物品又はこれと類似する物品についての生産又は販売に係る実質

的営業年数が１０年以上であること。

なお、実質的営業年数とは、一定の業務を継続的に営んでいる年数をいい、営業譲渡を受けた企業につ

いては、譲渡元企業の営業年数を通算する。

(ｳ) 共同企業体の代表構成員は、当該調達物品納入後の保守体制が整備され、点検、修理、部品供給等を長

期にわたり円滑に遂行し得ることを証明した者であること。

(ｴ) 共同企業体の各構成員は、他の共同企業体の構成員として又は単独で本件入札に参加していないこと。

(ｵ) 共同企業体の代表構成員は、日本国内において、県が行う立会検査に応じられる者であること。

(2) 単独企業 上記(1)に掲げる要件（イ(ｱ)及び(ｴ)に掲げる要件を除く。）を満たす者であること。

３ 入札書の提出場所等

(1) 申請書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先 〒３７３－８５５０ 群馬

県太田市高林西町６１７番地１号 群馬県立がんセンター事務局経営課 石井幸奈 電話０２７６－３８－０

７７１ 内線４１３２

(2) 入札説明書の交付方法 平成３０年２月２日（金）から同月１６日（金）までの日（群馬県の休日を定める

条例（平成元年群馬県条例第１６号。以下「休日条例」という。）第１条第１項に規定する休日を除く。）の

午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までの間、上記(1)の場所において交付する。

(3) 入札参加資格の確認 入札に参加を希望する者は、入札説明書に規定する書類を添付した申請書（以下「申

請書等」という。）を次により提出し、入札参加資格の確認を受けなければならない。

なお、提出された申請書等について県が説明を求めた場合は、速やかにこれに応じなければならない。また、

入札参加資格確認結果は、平成３０年３月１６日（金）までに入札参加資格確認通知書で通知する。

ア 申請書等の提出期限 平成３０年３月７日（水）午後５時まで（受付日及び時間は、休日条例第１条第１

項に規定する休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで）

イ 申請書等の提出方法 郵送又は持参とする。

なお、郵送による場合は、書留郵便とし、上記アの提出期限までに上記(1)の場所に必着のこと。また、

封筒に「臨床検査機器賃貸借及び臨床検査機器用検査試薬の調達に係る一般競争入札審査資格書類在中」と

朱書きすること。

ウ 提出部数 １部
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(4) 入札及び開札の日時及び場所 平成３０年３月２３日（金）午後２時 群馬県立がんセンター３階がんネッ

ト会議室（郵送による場合は、書留郵便とし、同月２２日（木）午後５時までに上記(1)の場所に群馬県立が

んセンター院長宛て親展で必着のこと。また、二重封筒の表封筒に「臨床検査機器賃貸借及び臨床検査機器用

検査試薬の調達に係る一般競争入札書在中」と朱書きすること。）

４ その他

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨

(2) 入札保証金及び契約保証金

ア 入札保証金 免除

イ 契約保証金 契約の相手方は、契約金額の１００分の１０以上の額を納付するものとする。ただし、契約

日時点で、規則第１９９条の規定に該当する者は、免除する。

(3) 入札者に要求される事項 この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した物品を納入できるこ

とを証明する書類を平成３０年３月７日（水）までに上記３(1)の場所に提出しなければならない。入札者は、

入札日の前日までの間において、契約担当者から当該書類に関して説明を求められた場合は、これに応じなけ

ればならない。

(4) 入札の無効 本公告に示した入札参加資格のない者のした入札、入札者に求められる義務を履行しなかった

者のした入札その他規則第１７６条各号に掲げる入札は、無効とする。

(5) 契約書作成の要否 要

(6) 落札者の決定方法 規則第１６９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ

て有効な入札を行った入札者を落札者とする。

なお、落札者となるべき者が２者以上あるときは、当該入札者にくじを引かせ、落札者を決定する。この場

合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるとき又は郵送により入札を行った者でくじを引くこと

ができないものがあるときは、これに代えて当該入札事務に関係のない県職員にくじを引かせるものとする。

(7) 調達内容の変更等 平成３０年度群馬県病院事業会計予算が議決されなかった場合その他県の都合により、

本件調達手続の変更、停止等の措置を行うことがある。

(8) その他 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

(1) Official in charge of disbursement of the procuring entity: Tatsuya kanuma, Director of the

Gunma Prefectural Cancer Center

(2) Nature and quantity of the services to be required: Letting and hiring of clinical examination

equipments and Procurement of clinical reagents

(3) Rent period and Fulfillment period

(A) Letting and hiring of clinical examination equipments: From May 1, 2018 to April 31, 2023

(B) Procurement of clinical reagents: From May 1, 2018 to March 31, 2019

(4) Delivery place: Gunma Prefectural Cancer Center

(5) Dates of issue for tender documents: Bidding explanation handbooks may be obtained from

Friday, February 2, 2018 through Friday, February 16, 2018, from 9:00 a.m. to 12:00 a.m.

and from 1:00 p.m. to 5:00 p.m., at the location noted below (8)

(6) Submission deadline for application forms and attached documents regarding bidding

qualifications: Wednesday, March 7, 2018 at 5:00 p.m.
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(7) Bidding deadline: Friday, March 23, 2018 at 2:00 p.m.(bidding by registered mail must be

received by Thursday, March 22, 2018 at 5:00 p.m.)

(8) For further details, please contact: Yukina Ishii, Management Office of Gunma Prefectural

Cancer Center, 617-1, Takahayashinishi-cho, Ota-shi, Gunma-ken, 373-8550, Japan, TEL 0276-38-0771

(Japanese langueage only)
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